
No.2019-009

2019年6月3日

2019年１～３月期法人企業統計の評価と２次ＱＥ予測
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本資料は、情報提供を目的に作成されたものであり、何らかの取引を誘引することを目的としたものではありません。本資料は、作成日時点で弊社が一般に信頼出来ると思われる資料に基
づいて作成されたものですが、情報の正確性・完全性を保証するものではありません。また、情報の内容は、経済情勢等の変化により変更されることがありますので、ご了承ください。

（１）法人企業統計季報によると、全産業でみた１～３月期の売上高は前期比▲0.3％と、６四半期ぶ
りの減収。非製造業はインバウンド需要が下支えとなり、６四半期連続の増収となった一方、製
造業は中国向け輸出の減少などが響き、２四半期ぶりの減収（図表１）。経常利益は、同＋13.2
％と、２四半期ぶりの増益（図表２）。原油価格を中心とした原材料価格の下落が利益の押し上
げに作用。もっとも、非製造業の大幅増益（前期比＋19.5％）には、純粋持株会社への大口配当
という一時的要因も大きく寄与。先行きは、原油価格の下落の影響もはく落することから、企業
収益は、高水準ながら足踏み感が強まる見通し。

（２）設備投資は、全産業ベースで前期比＋1.1％と、２四半期連続の増加。製造業では、中国経済の
減速などを受けて設備投資を先送りする動きもあり、同▲1.7％と２四半期ぶりの減少となった
ものの、非製造業は同＋2.8％と２四半期連続の増加（図表３）。引き続き、人手不足を背景と
した合理化・省力化投資や、老朽化を背景とした維持更新投資が底堅く推移。

（３）今般の法人企業統計等を織り込んで改定される１～３期の実質ＧＤＰ（２次ＱＥ）は、設備投
資が上方修正となる一方、公共投資、民間在庫は下方修正となる見込み。その結果、成長率は
前期比年率＋1.6％（前期比＋0.4％）と１次ＱＥ（前期比年率＋2.1％、前期比＋0.5％）から
小幅下方修正される見込み（図表４）。
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（図表４）2019年１～３月期ＧＤＰ統計予測
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（図表１）法人企業の売上高（全規模、季調値）
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（図表２）売上高経常利益率（全規模、季調値）
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（図表３）法人企業設備投資額（季調値）

前期比 前期比年率 前期比 前期比年率

実質ＧＤＰ 0.5 2.1 0.4 1.6

内需 （寄与度） (0.1) (0.5) (0.0) (▲ 0.0)

民需 （寄与度） (0.1) (0.3) (▲ 0.0) (▲ 0.1)

個人消費 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.3

住宅投資 1.1 4.5 1.1 4.5

設備投資 ▲ 0.3 ▲ 1.2 0.6 2.6

民間在庫 （寄与度） (0.1) (0.5) (▲ 0.1) (▲ 0.5)

官公需 （寄与度） (0.0) (0.2) (0.0) (0.1)

政府消費 ▲ 0.2 ▲ 0.7 ▲ 0.2 ▲ 0.7

公共投資 1.5 6.2 1.2 5.0

公的在庫 （寄与度） (0.0) (0.0) (0.0) (0.0)

外需 （寄与度） (0.4) (1.5) (0.4) (1.5)

輸出 ▲ 2.4 ▲ 9.4 ▲ 2.4 ▲ 9.4

輸入 ▲ 4.6 ▲ 17.2 ▲ 4.6 ▲ 17.2

名目ＧＤＰ 0.8 3.3 0.7 2.9

（資料）内閣府、財務省などを基に日本総研作成
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